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１　決算総括

一般会計

（単位：千円）

金　　額

1,090,500,000

（①） 1,378,314,340

（②） 1,203,465,099 87.3% （②/①）

（③） 1,170,473,507 84.9% （③/①）

（④=②-③） 32,991,592

継続費逓次繰越額 0

繰越明許費繰越額 10,899,285

事故繰越繰越額 684,142

　計 （⑤） 11,583,427

（⑥=④-⑤） 21,408,165

0

（⑦） 4,356,838

（⑧=⑥-⑦） 17,051,327

特別会計

（単位：千円）

金　　額

543,501,709

（①） 552,262,913

（②） 558,534,998 101.1% （②/①）

（③） 537,473,424 97.3% （③/①）

（④=②-③） 21,061,574

継続費逓次繰越額 0

繰越明許費繰越額 319,314

事故繰越繰越額 0

　計 （⑤） 319,314

（⑥=④-⑤） 20,742,260

0

（⑦） 17,076,526

（⑧=⑥-⑦） 3,665,734

※　四捨五入の関係で，内訳の積み上げと合計が一致しない場合がある（以下同じ。）。
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歳出決算額
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２　決算概要

（１）　一般会計の決算

ア　予算額と決算額

　　　○　令和２年度は，歳入･歳出決算額とも前年度決算額を上回った。
（単位：千円，％）

２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度

1,005,630,000 977,930,000 953,890,000 1,055,100,000 1,090,500,000

( 0.7) ( △ 2.8) ( △ 2.5) ( 10.6) ( 3.4)

1,007,894,997 985,801,163 1,133,681,291 1,162,518,686 1,378,314,340

( △ 2.1) ( △ 2.2) ( 15.0) ( 2.5) ( 18.6)

977,577,225 947,219,216 966,619,266 1,012,532,962 1,203,465,099

( △ 2.5) ( △ 3.1) ( 2.0) ( 4.7) ( 18.9)

971,173,803 941,459,876 951,085,689 993,750,903 1,170,473,507

( △ 2.6) ( △ 3.1) ( 1.0) ( 4.5) ( 17.8)

（注）（　　）内数値は，前年度に対する伸び率を示す。

イ　実質収支額と単年度収支額

　　　○　単年度収支額が，２年ぶりに黒字となった。

（単位：千円）

２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度

歳 入 歳 出 差 引 額 ① 6,403,422 5,759,340 15,533,577 18,782,059 32,991,592

翌 年 度 繰 越 財 源 ② 4,027,913 4,204,946 11,011,267 14,425,221 11,583,427

実 質 収 支 額 ③=①-② 2,375,509 1,554,394 4,522,310 4,356,838 21,408,165

前 年 度 実 質 収 支 額 ④ 2,259,220 2,375,508 1,554,394 4,522,310 4,356,838

単 年 度 収 支 額 ⑤=③-④ 116,289 △ 821,114 2,967,916 △ 165,472 17,051,327

予 算 現 額

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

当 初 予 算 額
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（千円）
＜図：１＞ 予算額と決算額
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＜図：２＞ 実質収支額と単年度収支額

実質収支額
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 ウ　歳入決算の状況

（ア）　財源科目別決算額

　　 　　　歳入全体で，対前年度比118.9％に増加した。

○　地方消費税清算金は，令和元年10月の税率引上げによる譲渡割の納付額増などにより，

　対前年度比120.3％に増加した。

○　財産収入は，広島空港ビルディング（株）の株式譲渡等による増などにより，

　対前年度比140.5％に増加した。

○　繰入金は，財政調整基金繰入金の減などにより，対前年度比50.1％に減少した。

○　地方交付税は，普通交付税の増などにより，対前年度比104.9％に増加した。

○　国庫支出金は，新型コロナウイルス感染症に係る国からの交付金増などにより，

　対前年度比194.7％に増加した。

○　県債は，減収補填債の発行額の増などにより，対前年度比112.2％に増加した。

（単位：千円）

対前年度比

県 税 325,794,562 327,652,178 1,857,616 100.6%

地 方 消 費 税 清 算 金 101,982,496 122,656,788 20,674,292 120.3%

分 担 金 及 び 負 担 金 3,968,295 4,292,999 324,704 108.2%

使 用 料 及 び 手 数 料 10,422,786 9,799,172 △ 623,614 94.0%

財 産 収 入 8,473,619 11,908,928 3,435,309 140.5%

寄 附 金 131,438 721,138 589,700 548.7%

繰 入 金 25,894,965 12,980,860 △ 12,914,105 50.1%

繰 越 金 15,533,577 18,782,059 3,248,482 120.9%

諸 収 入 50,443,487 96,523,139 46,079,652 191.3%

（ 小 計 ） 542,645,225 605,317,261 62,672,036 111.5%

地 方 譲 与 税 49,319,571 43,796,094 △ 5,523,477 88.8%

地 方 特 例 交 付 金 3,268,962 1,799,934 △ 1,469,028 55.1%

地 方 交 付 税 169,088,057 177,413,608 8,325,551 104.9%

交通安全対策特別交付金 493,594 521,644 28,050 105.7%

国 庫 支 出 金 117,185,194 228,117,712 110,932,518 194.7%

県 債 130,532,359 146,498,846 15,966,487 112.2%

（ 小 計 ） 469,887,737 598,147,838 128,260,101 127.3%

1,012,532,962 1,203,465,099 190,932,137 118.9%一 般 会 計 歳 入 合 計

依
存
財
源

元年度 ２年度

自
主
財
源

差引額
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＜図：３＞ 自主財源と依存財源の割合
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＜図：４＞ 主な歳入科目の割合
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（イ）　不納欠損額

（単位：千円）

対前年度比

323,439 290,376 89.8%

5,260 4,400 83.7%

1,298 2,294 176.7%

13,007 22,732 174.8%

343,004 319,802 93.2%

（ウ）　収入未済額

（単位：千円）

対前年度比 区　　分 金　額 対前年度比

個人県民税 2,690,765 92.8%

4,530,159 5,687,024 125.5% 法人事業税 1,380,558 804.4%

不動産取得税 642,384 105.3%

児童措置費負担金 40,881 98.9%

42,956 42,368 98.6% 児童福祉総務費負担金 1,487 101.7%

河川使用料 6,930 1417.5%

11,919 15,509 130.1% 高等学校使用料 6,882 89.1%

道路使用料 669 98.8%

雑収 134,956 124.0%

563,838 665,707 118.1% その他弁償金 132,149 262.3%

戻入金及び返還金 129,280 93.1%

5,148,872 6,410,608 124.5%

合 計

科 目

諸 収 入

主　　　な　　　も　　　の

個人県民税　239,213-　自動車税　21,657-
個人事業税　13,295-　 法人事業税　8,634-

児童措置費負担金　4,209-
児童福祉総務費負担金　191-

海岸使用料　2,031-　高等学校使用料　177-
道路使用料　78-　河川使用料　8-

貸出金償還金　6,546-
戻入金及び返還金　6,502-
違約金及び延納利息　4,443-　延滞金　1,714-

主　　　　　な　　　　　も　　　　　の科 目

県 税

分担金及び負担金

使用料及び手数料

諸 収 入

２年度元年度

２年度

合 計

分担金及び負担金

県 税

使用料及び手数料

元年度
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 エ　歳出決算の状況

（ア）　歳出目的別・性質別決算額

　　 　　　歳出全体で，対前年度比117.8％に増加した。

○　総務費は，県有地信託事業の終了に伴う清算などにより，対前年度比128.3％に増加した。

○　民生費は，新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス従事者への慰労金支給等により，

　対前年度比113.9％に増加した。

○　衛生費は，新型コロナウイルス感染症に係る入院病床の確保などにより，対前年度比

　174.5％に増加した。

○　商工費は，新型コロナウイルス感染症対策支援事業などにより，対前年度比196.7％

　に増加した。

○　土木費は，河川災害関連事業費等の増などにより，対前年度比110.7％に増加した。

○　諸支出金は，令和元年10月の税率引上げによる地方消費税の増に伴う地方消費税清算金の

　増などにより，対前年度比124.0％に増加した。

　＜目的別＞ （単位：千円）

対前年度比

1,959,806 1,927,972

(0.2%) (0.2%)

51,742,217 66,381,009

(5.2%) (5.7%)

123,904,678 141,113,276

(12.5%) (12.1%)

76,125,551 132,829,586

(7.7%) (11.3%)

2,731,221 2,700,839

(0.3%) (0.2%)

28,239,566 33,374,742

(2.8%) (2.9%)

49,714,186 97,805,735

(5.0%) (8.4%)

107,807,856 119,344,715

(10.8%) (10.2%)

62,619,937 61,939,190

(6.3%) (5.3%)

190,138,444 187,754,940

(19.1%) (16.0%)

25,959,262 29,745,594

(2.6%) (2.5%)

147,632,883 140,321,303

(14.9%) (12.0%)

125,175,296 155,234,606

(12.6%) (13.3%)

0 0

(0.0%) (0.0%)

993,750,903 1,170,473,507

(100.0%) (100.0%)

　

117.8%

民 生 費

△7,311,580

30,059,310

0

※　下段（　　）は，構成比を示す。

諸 支 出 金

予 備 費

一般会計歳出合計

124.0%

－

差引額

労 働 費

176,722,604

3,786,332

△30,382

5,135,176

48,091,549

元年度 ２年度

警 察 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

98.9%

98.7%

114.6%

95.0%

土 木 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

△31,834

14,638,792

17,208,598

56,704,035衛 生 費

議 会 費

総 務 費

110.7%

118.2%

11,536,859

△680,747

△2,383,504

98.4%

128.3%

113.9%

174.5%

98.9%

196.7%
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＜図：５＞ 歳出決算における目的別構成比
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　＜性質別＞ （単位：千円）

235,209,215 235,428,413

(23.7%) (20.1%)

22,000,375 21,944,225

(2.2%) (1.9%)

147,035,721 139,664,017

(14.8%) (11.9%)

404,245,311 397,036,655

(40.7%) (33.9%)

121,869,926 132,741,765

(12.3%) (11.3%)

28,559,033 34,012,453

(2.9%) (2.9%)

150,428,959 166,754,218

(15.1%) (14.2%)

29,037,163 35,288,920

(2.9%) (3.0%)

9,439,893 11,387,310

(0.9%) (1.0%)

332,193,581 453,294,589

(33.4%) (38.7%)

13,928,976 17,669,487

(1.4%) (1.5%)

4,625,956 1,561,691

(0.5%) (0.1%)

34,818,242 72,682,886

(3.5%) (6.2%)

15,032,822 14,797,751

(1.5%) (1.3%)

439,076,633 606,682,634

(44.2%) (51.8%)

993,750,903 1,170,473,507

(100.0%) (100.0%)

（ 小 計 ）

元年度 ２年度

一 般 会 計 歳 出 合 計

義
務
的
経
費

人 件 費

扶 助 費

※　下段（　　）は，構成比を示す。

（ 小 計 ）

物 件 費

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金
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的
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費

そ
の
他
の
経
費

121.5%

対前年度比

108.9%

110.9%

136.5%

120.6%

100.1%

99.7%

95.0%

119.1%

公 債 費

（ 小 計 ）

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

維 持 補 修 費

積 立 金

98.2%

117.8%

126.9%

33.8%

98.4%

208.7%

補 助 費 等

51.8%
44.2%45.1%46.7%42.6%

14.2%
15.1%11.6%9.2%

8.9%

33.9%
40.7%43.3%44.1%48.5%
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＜図：６＞ 歳出決算における性質別構成比

義務的経費

投資的経費

その他の経費
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（イ）　事業繰越額

対前年度比

総 務 費 895,891 2,973,720 331.9%

民 生 費 1,002,739 673,269 67.1%

衛 生 費 440,168 23,977,451 5447.3%

労 働 費 0 10,000 皆増

農林水産業費 14,541,763 14,345,128 98.6%

商 工 費 3,231,693 11,151,950 345.1%

土 木 費 55,901,573 73,828,337 132.1%

警 察 費 33,030 0 0.0%

教 育 費 3,741,016 5,006,648 133.8%

災 害 復 旧 費 26,474,063 35,193,095 132.9%

合 計 106,261,936 167,159,598 157.3%

（ウ）　不用額

対前年度比

議 会 費 80,182 73,379 91.5%

総 務 費 3,956,129 4,197,750 106.1%

民 生 費 3,913,822 5,277,259 134.8%

衛 生 費 1,550,551 6,588,180 424.9%

労 働 費 171,128 150,612 88.0%

農林水産業費 1,718,329 3,361,898 195.6%

商 工 費 23,570,436 5,014,266 21.3%

土 木 費 8,909,271 6,913,371 77.6%

警 察 費 264,099 366,054 138.6%

教 育 費 2,776,357 6,336,496 228.2%

災 害 復 旧 費 14,738,521 1,386,341 9.4%

公 債 費 269,288 345,932 128.5%

諸 支 出 金 61,734 119,465 193.5%

予 備 費 526,000 550,231 104.6%

合 計 62,505,847 40,681,234 65.1%

農林水産施設災害復旧費　1,065,922-

中小企業支援対策費　4,780,056-

警察本部費　156,476-

教育指導費　2,335,892-

利子　250,234-

一般管理費　2,067,633-

職業能力開発校費　65,437-

法人事業税交付金　95,039-

予備費　550,231-

学校維持修繕費　2,700,141-

地域医療対策推進費　12,413,807-

高度情報化推進費　1,263,309-

元年度

元年度 ２年度

就職支援対策費　10,000-

家畜保健衛生費　1,539,988-

中小企業振興費　4,226,793-

２年度

社会福祉総務費　3,193,484-

医務費　2,857,504-

議会費　53,747-

道路維持費　2,974,000-

（単位：千円）

主　　　　　　な　　　　　　も　　　　　　の

（単位：千円）

主　　　　　　な　　　　　　も　　　　　　の

治山激甚災害対策特別緊急事業費　2,757,660-

道路改良費（補助）　11,563,990-

過年発生災害土木施設復旧費　18,644,995-

社会福祉施設整備費補助金　449,356-

報酬，賃金，報償費

1.9%
給料，職員手当等，

共済費 9.2%
旅費

2.6%
需用費

3.6%

役務費

0.9%

委託料

15.5%

使用料及び賃借料

0.7%
工事請負費

16.7%

負担金，補助

及び交付金

34.2%

扶助費

2.2%

償還金，利子

及び割引料

1.7%

その他

10.7%

２年度計

40,131,003千円

(注)このグラフには，

予備費を含まない。

＜図：７＞
主な不用額の状況＜節別＞
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（２）　特別会計の決算

　ア　会計別収支状況

　　 　収入全体で対前年度比99.0％，支出全体で対前年度比98.2％に減少した。

○　証紙等特別会計については，収入は，軽自動車取得分が市町税となったことなどにより，

　対前年度比61.5％に減少し，支出も，軽自動車取得分が市町税となったことなどにより，

　対前年度比61.3％に減少した。

○　公債管理特別会計については，収入は，借換債の増などにより対前年度比101.3％

　に増加し，支出も，県債償還元金の増などにより，対前年度比101.3％に増加した。

○　国民健康保険事業費特別会計については，収入は，事業費納付金の減などにより対前年度

　比97.8％に減少し，支出も，普通交付金の減などにより，対前年度比95.7％に減少した。　

○　港湾特別整備事業費特別会計については，収入は，借換対象県債の減などにより対前年度

　比85.3％に減少し，支出も，県債償還元金の減などにより，対前年度比88.3％に減少した。　

（単位：千円）

① ② ③=①-② ④ ⑤=③-④ 

(3,786,627) (78.5%) (3,733,104) (81.8%) (53,523) (0) (53,523) (21.0%)

2,327,118 61.5% 2,287,388 61.3% 39,730 0 39,730 74.2%

(574,479) (109.0%) (564,834) (109.5%) (9,645) (0) (9,645) (87.1%)

562,852 98.0% 551,878 97.7% 10,974 0 10,974 113.8%

(276,213,344) (88.9%) (276,213,344) (88.9%) (0) (0) (0) (－)

279,797,222 101.3% 279,797,222 101.3% 0 0 0 －

(776,764) (105.7%) (293,087) (170.6%) (483,677) (0) (483,677) (85.9%)

694,046 89.4% 339,120 115.7% 354,926 0 354,926 73.4%

(256,826,328) (100.1%) (247,709,012) (99.9%) (9,117,316) (0) (9,117,316) (105.8%)

251,169,648 97.8% 237,032,324 95.7% 14,137,324 0 14,137,324 155.1%

(1,909,865) (21.2%) (818,068) (10.3%) (1,091,797) (0) (1,091,797) (100.9%)

1,965,673 102.9% 873,573 106.8% 1,092,100 0 1,092,100 100.0%

(97,601) (100.1%) (8,459) (116.0%) (89,142) (0) (89,142) (98.8%)

90,592 92.8% 4,650 55.0% 85,942 0 85,942 96.4%

(744,139) (103.4%) (672,439) (103.5%) (71,700) (0) (71,700) (102.7%)

709,929 95.4% 643,827 95.7% 66,102 0 66,102 92.2%

(13,154,261) (83.5%) (12,291,921) (79.8%) (862,340) (0) (862,340) (△5,430.4%)

11,216,785 85.3% 10,859,215 88.3% 357,570 65,117 292,453 33.9%

(5,760,526) (124.2%) (4,807,751) (107.6%) (952,775) (0) (952,775) (906.5%)

5,212,493 90.5% 4,842,239 100.7% 370,254 254,197 116,057 12.2%

(4,570,738) (102.1%) (226,126) (57.9%) (4,344,612) (0) (4,344,612) (106.3%)

4,788,640 104.8% 241,986 107.0% 4,546,654 0 4,546,654 104.7%

(564,414,671) (91.5%) (547,338,145) (91.1%) (17,076,526) (0) (17,076,526) (113.2%)

558,534,998 99.0% 537,473,424 98.2% 21,061,574 319,314 20,742,260 121.5%

※　上段（　　）は，前年度の状況を示す。

収入済額 支出済額
収入支出
差 引 額

翌 年 度
繰越財源

実質収支額

対前年度比 対前年度比 対前年度比

証 紙 等

管 理 事 務 費

公 債 管 理

母 子 ・ 父 子 ・
寡婦福祉資金

国 民 健 康
保 険 事 業 費

中 小 企 業
支 援 資 金

特 別 会 計
合 計

農 林 水 産
振 興 資 金

県 営 林
事 業 費

港 湾 特 別
整 備 事 業 費

県 営 住 宅
事 業 費

高 等 学 校 等
奨 学 金
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　イ　収入未済額

対前年度比

管 理 事 務 費 102 1,245 1223.8% 通信収入　1,245-

公 債 管 理 2,045 0 皆減

母 子 ・ 父 子 ・
寡 婦 福 祉 資 金

122,719 115,073 93.8% 貸付金元利収入　112,012-

中 小 企 業
支 援 資 金

1,225,627 1,184,476 96.6% 貸付金元利収入　1,184,476-

農 林 水 産
振 興 資 金

20,192 18,742 92.8% 違約金及び延納利息　18,742-

港 湾 特 別
整 備 事 業 費

5,441 5,151 94.7% 港湾使用料　5,064-

県 営 住 宅
事 業 費

102,041 82,390 80.7% 住宅使用料　82,181-

高 等 学 校 等
奨 学 金

79,778 72,382 90.7% 貸出金償還金　71,517-

合 計 1,557,945 1,479,459 95.0%

　ウ　事業繰越額

対前年度比

県 営 林
事 業 費

151,991 151,744 99.8% 木材生産事業費　151,744-

港 湾 特 別
整 備 事 業 費

959,000 2,654,217 276.8% 広島港・臨海土地造成事業費　2,062,000-

県 営 住 宅
事 業 費

0 1,599,992 皆増 住宅建設費　1,599,992-

合 計 1,110,992 4,405,953 396.6%

　エ　不用額

対前年度比

証 紙 等 318,865 218,612 68.6% 自動車税及び自動車取得税　218,612-

管 理 事 務 費 24,141 48,170 199.5% 購買費　25,379-

公 債 管 理 103,965 266,200 256.0% 利子　220,871-

母 子 ・ 父 子 ・
寡 婦 福 祉 資 金

251,318 193,270 76.9% 母子・父子・寡婦福祉費　193,270-

国 民 健 康
保 険 事 業 費

6,504,347 9,276,759 142.6% 予備費　5,829,939-

中 小 企 業
支 援 資 金

4,768 4,691 98.4% 諸費　2,495-

農 林 水 産
振 興 資 金

2,342 1,524 65.1% 業務管理費　1,139-

県 営 林
事 業 費

5,079 8,387 165.1% 経営事業費　8,386-

港 湾 特 別
整 備 事 業 費

531,908 203,630 38.3% 広島港・荷捌施設整備費　56,596-

県 営 住 宅
事 業 費

124,712 102,536 82.2% 住宅管理費　71,585-

高 等 学 校 等
奨 学 金

85,923 59,757 69.5% 高等学校等奨学金　59,757-

合 計 7,957,368 10,383,536 130.5%

元年度 ２年度

（単位：千円）

主　　　な　　　も　　　の

２年度

（単位：千円）

（単位：千円）

主　　　な　　　も　　　の

主　　　な　　　も　　　の

２年度元年度

元年度
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